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１． 16 年６月中間期の業績（平成 16 年１月１日～平成 16 年６月 30 日） 
(1)経営成績                                                                     (百万円未満切捨) 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
16 年 6 月中間期 
15 年 6 月中間期 

92,047     6.1 
86,768    16.7 

7,753     1.1 
7,666   109.3 

8,123     0.8 
8,056    90.3 

15 年 12 月期   186,176    17,881    18,323 
 
 中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％       円 銭 
16 年 6 月中間期 
15 年 6 月中間期 

4,712     5.7 
4,459    98.0 

59.69 
54.70 

15 年 12 月期 10,259 127.18 
 (注)①期中平均株式数    16 年 6 月中間期 78,940,914 株    15 年 6 月中間期 81,527,706 株    15 年 12 月期 80,432,301 株 
     ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 円 銭 円 銭 
16 年 6 月中間期 
15 年 6 月中間期 

20.00 
17.00 

－ 
－ 

15 年 12 月期 － 36.00 
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
16 年 6 月中間期 
15 年 6 月中間期 

186,869 
176,698 

161,768 
157,658 

86.6 
89.2 

2,082.51 
1,991.74 

15 年 12 月期 183,881 162,152 88.2 2,048.22 
 (注)①期末発行済株式数  16 年 6 月中間期 77,679,299 株   15 年 6 月中間期 79,156,278 株   15 年 12 月期 79,152,664 株 
     ②期末自己株式数    16 年 6 月中間期  5,219,355 株   15 年 6 月中間期  3,742,376 株   15 年 12 月期  3,745,990 株 

 
２．16 年 12 月期の業績予想（平成 16 年１月１日～平成 16 年 12 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通 期 199,000 16,700 9,200 20.00 40.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 118 円 44 銭 
営業利益(通期) 16,300 百万円 

 
※ 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
実際の業績は、今後様々な要因によって業績予想とは大きく異なる可能性があります。業績予想に関
する事項につきましては、中間決算短信（連結）添付資料７ページをご参照ください。 



                       個別－ 1  

中 間 貸 借 対 照 表          
   （百万円未満切捨）

平成16年12月期中間 
(平成16年６月30日)(A) 

平成15年12月期中間 
(平成15年６月30日)(B) 

平成15年12月期 
(平成15年12月31日) 

期  別 

 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 額 
(Ａ)－(Ｂ) 

金 額 構成比 
 

（ 資 産 の
 

部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産  

 １． 現 金 及 び 預 金 9,737  10,708  △    971 10,635  

 ２． 受 取 手 形※１ 34  27  6 48  

 ３． 売 掛 金 10,090  8,962  1,127 10,243  

 ４． 有 価 証 券 6,782  9,106  △  2,323 6,432  

 ５． た な 卸 資 産 8,822  8,803  19 9,540  

 ６． 短 期 貸 付 金 2,692  1,499  1,192 1,952  

 ７． 未 収 入 金 6,093  6,582  △    489 5,075  

 ８． そ の 他 2,638  2,300  337 2,182  

  貸 倒 引 当 金 △     57  △     63  6 △     76  

 流 動 資 産 合 計 46,834 25.1 47,927 27.1 △  1,093 46,034 25.0 

Ⅱ 固 定 資 産  

 １． 有 形 固 定 資 産※２ 

   (1) 建 物 14,086  14,613  △    527 14,401  

   (2) 機 械 及 び 装 置※３ 12,366  12,827  △    460 11,998  

   (3) 販 売 機 器 15,497  16,030  △    533 13,533  

   (4) 土 地 23,845  23,390  454 23,653  

   (5) そ の 他 3,726  3,413  312 3,365  

   有形固定資産合計 69,522 37.2 70,275 39.8 △    753 66,953 36.4 

  ２． 無 形 固 定 資 産 1,945 1.0 2,281 1.3 △    336 2,171 1.2 

  ３． 投資その他の資産        

   (1) 投 資 有 価 証 券  49,702  44,768  4,933 52,475  

   (2) 前 払 年 金 費 用  14,951  －  14,951 12,318  

   (3) そ の 他  4,148  11,668  △  7,520 4,159  

貸 倒 引 当 金  △    235  △    223  △     11 △    230  

   投資その他の資産合計 68,566 36.7 56,213 31.8 12,353 68,722 37.4 

   固 定 資 産 合 計  140,035 74.9 128,770 72.9 11,264 137,847 75.0 

  資 産 合 計  186,869 100.0 176,698 100.0 10,170 183,881 100.0 



                       個別－ 2  

   （百万円未満切捨）

平成16年12月期中間 
(平成16年６月30日)(A) 

平成15年12月期中間 
(平成15年６月30日)(B) 

平成15年12月期 
(平成15年12月31日) 

期  別 

 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 額 
(Ａ)－(Ｂ) 

金 額 構成比 
 

（ 負 債 の
 

部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債  

 １． 買 掛 金 4,604  5,221  △    617 5,812  

 ２． 未 払 費 用 1,868  2,695  △    826 628  

 ３． 未 払 法 人 税 等 2,323  707  1,616 2,473  

 ４． 設 備 支 払 手 形※１ 197  242  △     45 632  

 ５． そ の 他 10,822  8,014  2,807 8,124  

 流 動 負 債 合 計 19,816 10.6 16,881 9.6 2,934 17,671 9.6 

Ⅱ 固 定 負 債         

 １． 退 職 給 付 引 当 金 485  451  33 473  

 ２． 役 員 退 職 引 当 金 254  243  11 263  

 ３． そ の 他 4,544  1,463  3,081 3,321  

 固 定 負 債 合 計 5,284 2.8 2,158 1.2 3,126 4,058 2.2 

 負 債 合 計  25,100 13.4 19,039 10.8 6,060 21,729 11.8 

        
 

（ 資 本 の
 

部 ）        

Ⅰ 資 本 金  15,231 8.2 15,231 8.6 － 15,231 8.3 

Ⅱ 資 本 剰 余 金         

  １． 資 本 準 備 金 35,111  35,111  － 35,111  

  ２． その他資本剰余金 0  －  0 －  

 資 本 剰 余 金 合 計 35,112 18.8 35,111 19.9 0 35,111 19.1 

Ⅲ 利 益 剰 余 金         

  １． 利 益 準 備 金 3,316  3,316  － 3,316  

  ２． 任 意 積 立 金 111,478  104,058  7,420 103,935  

  ３． 中間 ( 当期 ) 未処分利益 7,744  7,532  211 12,110  

 利 益 剰 余 金 合 計 122,540 65.6 114,907 65.0 7,632 119,362 64.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  763 0.4 360 0.2 403 406 0.2 

Ⅴ 自 己 株 式  △ 11,879 △ 6.4 △  7,953 △ 4.5 △  3,926 △  7,960 △ 4.3 

 資 本 合 計 161,768 86.6 157,658 89.2 4,109 162,152 88.2 

 負 債 資 本 合 計 186,869 100.0 176,698 100.0 10,170 183,881 100.0 

 



                       個別－ 3  

中 間 損 益 計 算 書          
   （百万円未満切捨）

増        減 
（Ａ）－（Ｂ） 

期  別 

 

科  目 

平成16年12月期中間 
(Ａ) 

 自 平成16年１月１日  
 至 平成16年６月30日 

平成15年12月期中間 
(Ｂ) 

 自 平成15年１月１日  
 至 平成15年６月30日 金 額 増 減 率 

平成15年12月期 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日 

    ％  

 Ⅰ 売 上 高   （    92,047）  （    86,768） （    5,278）（   6.1） （   186,176） 

 Ⅱ 売 上 原 価  （    50,614） （    47,626） （    2,988）（   6.3） （   103,241） 

 売 上 総 利 益 41,432 39,142 2,290 5.9 82,934 

 Ⅲ 販売費及び一般管理費   （    33,678） （    31,475） （    2,203）（   7.0） （    65,052） 

 営 業 利 益  7,753 7,666 86 1.1 17,881 

 Ⅳ 営 業 外 収 益  ※１ （       805） （       738） （       66）（   9.1） （     1,227） 

 Ⅴ 営 業 外 費 用  ※２ （       436） （       349） （       87）（  24.9） （       785） 

  経 常 利 益  8,123 8,056 66 0.8 18,323 

 Ⅵ 特 別 利 益  ※３ （        64） （       259） （△    194）（△75.1） （       259） 

 Ⅶ 特 別 損 失  ※４ （       158） （       673） （△    515）（△76.5） （       905） 

  税引前中間(当期)純利益  8,029 7,641 387 5.1 17,677 

  法人税、住民税及び事業税  2,302 764 1,537  3,234 

  法 人 税 等 調 整 額  1,014 2,417 △  1,402  4,183 

  中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  4,712 4,459 252 5.7 10,259 

  前 期 繰 越 利 益  2,945 2,972 △     27  2,972 

  地域社会貢献積立金取崩額  82 95 △     13  189 

  地域環境対策積立金取崩額  4 5 △      0  34 

  中 間 配 当 額  － － －  1,345 

  中間(当期)未処分利益  7,744 7,532 211  12,110 



                       個別－ 4  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法)を採用しております。 

ｂ．子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

ｃ．その他有価証券 

時価のあるもの：当中間会計期間末の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。 

時価のないもの：移動平均法による原価法を採用しております。 

(2) たな卸資産 

ａ．製品および仕掛品 

総平均法による原価法を採用しております。 

ｂ．商品および原材料 

総平均法による低価法を採用しております。 

ｃ．貯蔵品 

移動平均法による低価法を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物 ３～50年 

 機械及び装置 ３～17年 

 販売機器 ５～６年 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。 

３．引当金の計上基準  

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込み額に基づき、当中間会

計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

 過去勤務債務(債務の減額)は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１年)による

定額法により按分した額を発生時から費用の減額処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 

(3）役員退職引当金 

役員退職慰労金の支払いに充てるため、内規に基づく当中間会計期間末の必要見込み相当額を計上しておりま

す。 



                       個別－ 5  

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 

(2) 法人税、住民税及び事業税の算出方法 

当中間会計期間に係る納付税額および法人税等調整額は、当期において予定している利益処分による特別償却

準備金および圧縮記帳積立金の積立ておよび取崩しを前提として、当中間会計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

 

 
表 示 方 法 の 変 更 

 

（中間貸借対照表） 

「前払年金費用」は、前中間会計期間まで、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間会計期間において、資産の総額の 100 分の５を超えたため区分掲記しております。なお、前中間会計期間末の

「前払年金費用」は、7,411 百万円であります。 

 

 
注 記 事 項          

(中間貸借対照表関係) 
平成16年12月期中間 
（平成16年６月30日） 

平成15年12月期中間 
（平成15年６月30日） 

平成15年12月期 
（平成15年12月31日） 

※１   ※１   ※１  期末日満期手形の処理方法 
期末日満期手形は手形交換日

をもって決済処理しております。 
 当期末日は金融機関の休日の
ため、期末日満期手形が期末残高
に次のとおり含まれております。 

      受 取 手 形             26百万円 
      設備支払手形       48百万円 

※２  有形固定資産の減価償却累計
額 

106,212百万円 

※２  有形固定資産の減価償却累計
額 

101,886百万円 

※２  有形固定資産の減価償却累計 
    額 

104,912百万円 
※３  過年度において、国庫補助金 
    の受入れにより固定資産の取得 
    価額から控除した圧縮記帳額は 
    次のとおりであります。  
      機械及び装置        8百万円 

※３  過年度において、国庫補助金 
    の受入れにより固定資産の取得 
    価額から控除した圧縮記帳額は 
    次のとおりであります。  
      機械及び装置       13百万円 

※３  過年度において、国庫補助金 
    の受入れにより固定資産の取得 
    価額から控除した圧縮記帳額は 
    次のとおりであります。  
      機械及び装置        8百万円 

４  保証債務 
 得意先の金融機関からの借入
33百万円に対し、債務保証を行っ
ております。 

４  保証債務 
 得意先の金融機関からの借入
85百万円に対し、債務保証を行っ
ております。 

４  保証債務 
 得意先の金融機関からの借入
67百万円に対し、債務保証を行っ
ております。 



                       個別－ 6  

(中間損益計算書関係) 

平成16年12月期中間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

平成15年12月期中間 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

平成15年12月期 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日 

※１  営業外収益のうち重要なもの 

    は次のとおりであります。 

※１  営業外収益のうち重要なもの 

    は次のとおりであります。 

※１  営業外収益のうち重要なもの 

    は次のとおりであります。 

受 取 利 息        

有価証券利息        

受 取 配 当 金        

不動産賃貸料        

24百万円 

127百万円 

285百万円 

141百万円 

受 取 利 息        

有価証券利息        

受 取 配 当 金        

不動産賃貸料        

15百万円 

162百万円 

165百万円 

153百万円 

受 取 利 息        

有価証券利息        

受 取 配 当 金        

不動産賃貸料        

35百万円 

237百万円 

192百万円 

299百万円 

※２  営業外費用のうち重要なもの 

    は次のとおりであります。 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

    は次のとおりであります。 

※２  営業外費用のうち重要なもの 

    は次のとおりであります。 

有価証券売却損 

固定資産除却損 

不動産賃貸原価 

44百万円 

206百万円 

78百万円 

固定資産除却損 

不動産賃貸原価 

144百万円 

99百万円 

固定資産除却損 

不動産賃貸原価 

396百万円 

199百万円 

※３  特別利益の内訳は次のとおり 

    であります。 

※３ 特別利益の内訳は次のとおり 

    であります。 

※３  特別利益の内訳は次のとおり 

    であります。 

固定資産売却益 64百万円 固定資産売却益 202百万円 固定資産売却益 202百万円 

  関係会社株式売却益 56百万円 関係会社株式売却益 56百万円 

※４  特別損失の内訳は次のとおり 

    であります。 

※４ 特別損失の内訳は次のとおり 

    であります。 

※４  特別損失の内訳は次のとおり 

    であります。 

ゴルフ会員権等評価損 4百万円 投資有価証券評価損 87百万円 水 害 損 失 46百万円 

新紙幣対応費用 153百万円 ゴルフ会員権等評価損 171百万円 投資有価証券評価損 97百万円 

  子会社等再編費用 49百万円 ゴルフ会員権等評価損 183百万円 

  商 品 廃 棄 損        269百万円 子会社等再編費用 123百万円 

  香料成分問題対策損失 94百万円 商 品 廃 棄 損        269百万円 

    商 品 評 価 損 89百万円 

    香料成分問題対策損失 94百万円 

  ５  減価償却実施額 

有形固定資産         5,112百万円 

無形固定資産           421百万円 

  ５  減価償却実施額 

有形固定資産         5,384百万円 

無形固定資産           386百万円 

  ５  減価償却実施額 

有形固定資産        11,485百万円 

無形固定資産           786百万円 
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リ ー ス 取 引          
 

平成16年12月期中間 
自  平成16年１月１日 
至  平成16年６月30日 

平成15年12月期中間 
自  平成15年１月１日 
至  平成15年６月30日 

平成15年12月期 
自  平成15年１月１日 
至  平成15年12月31日 

１．リース物件の所有権が借主に移 

転すると認められるもの以外の 

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び中間 

期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高 

相当額 

１ 年 内            389百万円 

１ 年 超            456百万円 

           計           846百万円 

  (3) 支払リース料、減価償却費相  

    当額及び支払利息相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移 

  転すると認められるもの以外の 

  ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、 

    減価償却累計額相当額及び中間 

    期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高 

  相当額 

１ 年 内            576百万円 

１ 年 超            674百万円 

           計         1,250百万円 

  (3) 支払リース料、減価償却費相  

  当額及び支払利息相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移 

  転すると認められるもの以外の 

  ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び期末 

残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 未経過リース料期末残高相当 

    額 

１ 年 内            480百万円 

１ 年 超            578百万円 

           計         1,059百万円 

  (3) 支払リース料、減価償却費相 

  当額及び支払利息相当額 

支払リース料        

減価償却費相当額 

支払利息相当額        

295百万円 

270百万円 

10百万円 

支払リース料        

減価償却費相当額 

支払利息相当額        

461百万円 

414百万円 

20百万円 

支払リース料        

減価償却費相当額 

支払利息相当額        

802百万円 

 726百万円 

35百万円 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

  (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっておりま

す。 

  (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっておりま

す。 

  (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっておりま

す。 

 

 

有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係） 
 

 当中間会計期間、前中間会計期間および前事業年度において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものがな
いため、該当事項はありません。

 
取 得  
価 額 
相当額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期 
末残高 
相当額 

  
取 得  
価 額 
相 当額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期 
末残高 
相当額 

  
取 得  
価 額 
相当額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相当額 

 百万円 百万円 百万円   百万円 百万円 百万円   百万円 百万円 百万円 

販 売 機 器 3,389 3,371 17  販 売 機 器 4,407 4,184 222  販 売 機 器 4,407 4,307 100 

そ の 他 2,337 1,513 824  そ の 他 3,269 2,271 998  そ の 他 3,403 2,460 942 

合 計 5,727 4,885 841  合 計 7,676 6,456 1,220  合 計 7,810 6,768 1,042 
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１ 株 当 た り 情 報 
 

項目 
平成16年12月期中間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

平成15年12月期中間 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

平成15年12月期 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日 

    
１株当たり純資産額 
１株当たり中間(当期)純利益 
潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益 

2,082.51円 
59.69円 
59.61円 

1,991.74円 
54.70円 
54.53円 

(追加情報) 
前事業年度から「１
株当たり当期純利益に
関する会計基準」（企
業会計基準委員会 平
成14年９月25日企業会
計基準第２号）および
「１株当たり当期純利
益に関する会計基準の
適用指針」（企業会計
基準委員会 平成14年
９月25日企業会計基準
適用指針第４号）を早
期適用しております。 
なお、同会計基準お
よび適用指針を前中間
会計期間に適用した場
合の１株当たり情報に
ついては、影響がない
ため、記載しておりま
せん。 

2,048.22円 
127.18円 

希薄化効果を有して
いる潜在株式が存在し
ないため記載しており
ません。 

（注）１株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、次のと 

おりであります。 

 
平成16年12月期中間 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

平成15年12月期中間 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

平成15年12月期 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日 

（１株当たり中間(当期)純利益）    

損益計算書上の中間(当期)純利益 4,712百万円 4,459百万円 10,259百万円 
普通株主に帰属しない金額 
取締役賞与金 

 
－百万円 

 
－百万円 

 
30百万円 

普通株式に係る中間(当期)純利益 4,712百万円 4,459百万円 10,229百万円 

普通株式の期中平均株式数 78,940千株 81,527千株 80,432千株 

（潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益）    

中間(当期)純利益調整額 －百万円 －百万円 －百万円 
普通株式増加数 
新株予約権 

 
100千株 

 
248千株 

 
－千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益の
算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成16年３月26日定時
株主総会決議に基づき
発行した新株予約権 
 普通株式  1,370千株 

 平成15年３月26日定時
株主総会決議に基づき
発行した新株予約権 
 普通株式   871千株 
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売 上 高 明 細 表          
 （百万円未満切捨）

平成16年12月期中間 (Ａ) 
自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日 

平成15年12月期中間 (Ｂ) 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

増 減       

（Ａ）－（Ｂ） 

平成15年12月期  
自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日 

 
区      分       

 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 金 額 構成比 

  ％  ％  ％  ％ 
炭 酸 飲 料 18,963 20.6 16,959 19.5 2,004 11.8 36,401 19.6 

非 炭 酸 飲 料 70,270 76.3 67,384 77.7 2,886 4.3 143,754 77.2 

そ の 他 2,812 3.1 2,424 2.8 388 16.0 6,020 3.2 

合 計 92,047 100.0 86,768 100.0 5,278 6.1 186,176 100.0 

 


